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東 京 実 務 補 習 所
年期 法規 ディスカッション【その２】 

【テーマ１】

残業代はどのような状況でも請求していいのか？

なお、どの法人でも 協定が締結されており、労務関係の必要な法令は遵守している。

① 管理者から指示されない、自主的な調書整理行為、翌日の往査の予習は、残業請求すべき
か？

② 管理者から指示された作業に関して、新人のあなたは経験者と比較して 倍以上の時間を

要した。当該時間については、全額残業代請求をすべきか？

③ 昨今、「働き方改革」が議論されている。最大の目玉は、長時間労働の是正とされているが、
残業時間を削減しただけで働きすぎは解決されるのか、あなたの働く職場及び一般企業の

場合も含め議論しなさい。

④ 監査報酬が伸び悩む中、職員へ利益を還元することにも一定の制約がある。そのような中
で、職員への待遇が、監査事務所の品質管理に及ぼす影響を述べなさい。あなたが監査法

人の経営者ならどのような報酬体系や福利厚生を構築するべきか、考察して述べなさい。

【テーマ２】

「多様な働き方」の実現に向けて従前より取り組みが検討されていた在宅勤務制度やフレッ

クス制度について、コロナ禍での緊急事態宣言発出を契機に多くの企業で本格的な導入に至り

ました。昨今コロナ禍の収束が現実味を帯びる中、今後も完全在宅勤務を続けたいとする声が

多く上がる一方で、フレキシブルな働き方の先駆者であった など巨大 企業の一部で

はオフィスへの出社回帰の動きも見られています。

オフィス出社（クライアントへの訪問を含む）と在宅勤務のメリット及びデメリットについ

て検討しなさい。

また、監査業務を行う監査法人では今後どのような制度にしていくのが望ましいか、制度設

計にあたっての留意事項としてどのようなものがあるか具体的に議論しなさい。

【テーマ３】

近年、日本企業によるＭ＆Ａが多く発生している。企業がＭ＆Ａを行うメリットとデメリッ

トは何かを考えなさい。

また、会計士としてクライアントがＭ＆Ａを行った際に留意すべき会計上の論点についても議

論しなさい。
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【テーマ４】

四半期開示制度は、 年から東京証券取引所のルールで上場企業に順次求められ、 年

より金融商品取引法で法的に義務付けられ、東京証券取引所のルール化から 年程度経過して

います。

年９月、関西経済連合会等より、「企業経営者や投資家の短期的利益志向を助長しかね

ない問題のみならず、人的資源の効率的投入や長時間労働の是正の観点などから、四半期開示

の義務付けを廃止すべき。」との意見書が提出され、企業会計審議会等においても議論がなされ

ています。また、 年 月の首相の所信表明演説において、四半期開示の見直しについて

述べられています。

一方、日本経済新聞では「企業決算の四半期開示の制度は堅持を」との社説を述べており、

日本取引所グループ（ ）の は四半期開示制度の義務は廃止された場合でも大半は任意開

示を継続するのではないかとの見解を示しています。

そこで、四半期開示制度を継続すべきか否かについて議論しなさい。

【テーマ５】

インサイダー取引の防止のため、自己が監査に従事している会社の株式については、通常、

監査法人等においてその保有・売買を禁止されています。また、直接当該会社の監査に従事し

ていなくとも、監査法人等の関与先である会社の株式については、一定の所有制限が課せられ

ていることがあります。一方、監査法人等の関与先の会社以外の株式所有・売買については、

特に制限されていないのが普通です。上場会社の株式保有・売買について、Ａ案・Ｂ案に分か

れて論じなさい。 
 
Ａ案：自己が所属している監査法人等の関与先以外の上場会社の株式についても、 

原則として保有・売買すべきではない。 
Ｂ案：自己が所属している監査法人等の関与先以外の上場会社の株式であれば、 

原則として保有・売買してもよい。 

以 上
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